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研究成果の概要（和文）：位置情報機能の利用が広がってきている。その中で、携帯電話端末を用いた位置情報ゲーム
に注目し、それによって消費者の行動にどのような変化が生じてくるかを記述するとともに、地域のブランド価値向上
へ及ぼす影響について考察した。位置情報ゲームの提供企業、連携する地元企業への調査のほか、ゲーム参加者の行動
について分析を行ない、位置情報機能全般についても、利用者の動向・意識・行動の変化を調査・分析した。位置情報
機能に対する意識の違いは、位置情報機能による行動の変化に異なった影響を及ぼしていることが確認され、地域ブラ
ンド価値への関係のあり方が議論された。

研究成果の概要（英文）：Use of location-based services has widely spread and we focused into location-base
d games developed for the cellular phone. Location-based games have some potentials for changing the consu
mers' mobile behavior and the regional brand value. By researches into providers, collaborating local busi
nesses, and users of location-based games, we described on actualities of these games. Possibilities of th
e mobility of consumers and the enhancement of regional brand value have discussed.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 現代の携帯電話端末の主要な機能のひ
とつに位置情報登録機能がある。基地局との
交信によって得られた情報や、GPS から取得
した情報などをもとに、精度の高い位置情報
を生成し、地図やナビゲーションといったサ
ービスに活用しようというものである。本研
究で着目するのは、携帯電話端末の位置情報
登録機能を活用した位置情報ゲーム（以下、
位置情報ゲームと略す）である。 
 近年、ネットワークで接続されたプレーヤ
ー同士の相互作用が、オンライン化されたゲ
ームの重要要素として認識されるようにな
っている。いわゆるソーシャル化の流れは、
ブログやSNSなどのソーシャルメディアによ
って形成されたものであり、それがゲームの
世界にも伝播してきたのである。 
 
(2) ソーシャル化は数多くのものを社会に
もたらしている。ここで興味深いと考えるの
は、それらを“社会を変える”ことに活用し
ようとする発想である（アーカー、スミス 
2011）。つまり、草の根運動のような民衆か
ら社会を変えていこうとする動きと、ソーシ
ャルメディアとを重ね合わせることによっ
て、旧来であれば影響力の限定された一般市
民の立場であっても、ソーシャル化のもとで
強い影響力を持つことが可能になる、という
考え方である。このとき、ソーシャルメディ
アに集う参加者たちを強く動機づけるため
の仕組みとして、ゲームをあげることができ
る（井上明人 2012）。 
 マクゴニガル（2012）は、ゲームが人間の
日々の生活や行動を変化させ、人々を幸福に
し、社会を変革していくものだと主張してい
る。この主張の根底に横たわるのが、ゲーミ
フィケーションという発想である。すなわち、
「ゲームの考え方やデザイン・メカニクスな
どの要素を、ゲーム以外の社会的な活動やサ
ービスに利用」（井上明人 2012、p.11）し、
ゲームの仮想世界の行動と現実世界の行動
とをリンクさせる。それらのリンクが有効に
機能することによって、現実世界におけるあ
る特定の行動を促進することができるので
ある。位置情報ゲームにおいて現われるリン
クは、ゲームの仮想世界の行動が、現実の移
動行動を促進するというものである。さらに
は、移動先での買い物や交流といった行動さ
え促されることがある（井上理 2010）。こう
した新しい現象が 2009 年頃から見られるよ
うになってきたのである。 
 
２．研究の目的 
(1) 上述の背景のもとで、本研究が目的とす
るのは、位置情報ゲームにおいて消費者の行
動にどのような変化が生じてくるかを記述
することである。そこでもし顕著な変化が生
じているとしたら、それがどのような社会的
インパクトを持ちうるかを検討する。特にこ
こでは、地域のブランド価値向上という観点

を採用する。地域ブランドは、単にその地域
名を冠した商品が売れればよいというもの
ではない。むしろ、その地域を訪れ、その地
域の人々と交流し、その地域に対して強い愛
着を感じるというレベルにまで達すること
が重要だからである。 
 
(2) 研究目的達成のため、以下の 3段階に研
究内容を分割する。なお、位置情報ゲームを
提供している企業は複数存在している。その
中でも、O2O（Online to Offline）を標榜し、
早くから現実行動を促す仕組みづくりに取
り組んでいた株式会社コロプラの「コロニー
な生活」を軸として研究を進めていく。 
①位置情報ゲームの提供者側について分析
を行なう。ゲーム運営企業だけでなく、地
域にある連携企業の意識もあわせて探っ
ていく。 

②位置情報ゲームのもうひとつの当事者で
ある参加者側の意識を明らかにする。ゲー
ムに熱中することが本当に移動行動や移
動先での行動と連動するのか。そうしたゲ
ーミフィケーションの枠組みが機能して
いるかどうかを検討する。 

③研究開始後に生じた出来事として、株式会
社コロプラの株式上場がある（2012 年 12
月）。そしてその過程において、同社の事
業の軸足は、位置情報を基礎としないゲー
ムへと移っていった。また、コロニーな生
活のアクティブな参加者数も、減少傾向に
あるように推察される。そこで当初の目的
を拡張し、ゲームを含むすべての位置情報
機能について、あらためて検討し直すこと
とする。特に携帯型機器による位置情報機
能が、消費者の意識にどのような変化をも
たらし、どのような行動の変化をもたらし
たのかを探索する。地域のブランド価値向
上との関連性についても考察する。 

 
３．研究の方法 
(1) 提供者側の分析 
 位置情報ゲームに関連する各種情報やデ
ータを収集する。位置情報ゲームの運営企業
が主催するイベントに参加し、提供者側と参
加者側の双方について観察調査を行なう。連
携企業への訪問調査により、連携企業として
の意識を探る。 
 
(2) 参加者側の分析 
 コロニーな生活の参加者は各自の専用ペ
ージを持っており、ゲームの進行状態が他の
参加者からもわかるようになっている。ゲー
ムの参加者全体を母集団として系統抽出法
による標本抽出を行ない、参加者の行動につ
いて統計的に分析する。 
 
(3) 位置情報機能の利用者の分析 
 携帯型端末を用いた位置情報機能の利用
者に対してアンケート調査を実施し、利用状
況、意識、行動の変化などについて統計的に



分析する。アンケート調査にあたってはウェ
ブ調査を利用し、特定の層に偏らない標本の
抽出を行なう。 
 
４．研究成果 
(1) 提供者側の分析 
①位置情報ゲームの提供企業 
 位置情報ゲームの提供企業のうち世界的
に参加者数が多いのは「フォースクエア
（Foursquare）」である。同社ホームページ
によれば、2014 年 5 月時点で 5000 万人以上
の参加者がいるという。フォースクエアでは、
移動先での位置登録によるバッジや称号の
獲得、位置情報や店舗情報などの共有、クー
ポンの取得などが可能となっている。近年、
SNS のプロモーションへの活用が一般化した
が、フォースクエアは位置情報に特化した枠
組みだということができるだろう（cf. 新井
ほか 2011、ガロ 2012）。 
 日本国内においても複数の企業が位置情
報ゲームを提供している。その中でも、地域
の企業と早くから連携し、現実行動への誘導
に積極的だったのは、株式会社コロプラのコ
ロニーな生活である。コロニーな生活は 2003
年にスタートした携帯電話端末向けのゲー
ムであり、その内容は、参加者が位置情報を
登録すると、移動距離に応じた仮想通貨プラ
を取得でき、それを元手としてコロニーを発
展させるというものである。興味深いのは、
必ずしもコロニーの発展を目的としなくて
も、ゲームを楽しめるような仕掛けが盛り込
まれている点である。まず、おおむね市の単
位でスタンプが設定されており、スタンプの
収集を目的としてゲームを楽しむことがで
きる（都道府県内でスタンプが一定数に達す
ると「GET」、すべて集めると「制覇」と表現
される）。また、各地域の特産品が「土産」
として設定されており、土産を買い集めたり、
交流のある他の参加者に配布したり交換し
たりすることも可能である。さらにゲーム内
でイベントが定期的に実施され、イベントで
高い成績を残すことを目的とすることもで
きる（この場合は一般のオンラインゲームと
似たような状態となる）。 
 コロニーな生活は、スタート当初、開発者
が個人で運営していた。やがて 2008 年に法
人化がなされ、翌 2009 年に開始されたのが
リアル連携事業である。各地域にある連携店
舗で商品を購入すると、購入額に応じた「コ
ロカ」が発行され、特別なスポンサー土産の
購入権が得られる。スポンサー土産の収集、
配布、交換を仲立ちとして、実際の店舗での
買い物や店員などとの交流を後押しするよ
うな仕組みとなっている。コロカ店は全国で
200 店に達しており、交通機関を対象とした
コロカにも応用されてきている。ちなみに、
決算説明資料によれば、2014 年 3月時点での
同社の位置情報ゲームプラットフォームの
会員数は 326 万人である。 
 

②関連イベントにおける観察調査 
 コロニーな生活の関連イベントとして、コ
ロプラ物産展が開催されている。開催地はい
ずれも東急百貨店吉祥寺店で、これまで 2011
年 6 月 9 日～15 日、2012 年 5 月 31 日～6 月
6日、2013 年 10 月 17 日～23 日の計 3回開催
されている。このうち、2011 年と 2012 年の
物産展において観察調査を実施した。 
 2011 年のイベントでは、全国のコロカ店
40店が参加し、1週間で 4万人の来場者、7000
万円の売上があったと発表されている。訪問
したのは会期最終の水曜日であったが、会場
は多くの買い物客でごった返しており（初日
や週末にはさらに多くの人出があったとい
う）、店員と話をしながら買い物をしている
様子を見ることができた。ゲームのマスコッ
トであるクマの着ぐるみの写真を撮ったり、
会場を訪れていた同社副社長から記念のシ
ールを受け取ったりといった光景も見るこ
とができた。 
 2012 年のイベントでは、参加店舗が 60 店
に増え、6万人の来場者、8000 万円の売上が
記録されたという。訪問したのは同じく最終
日であったが、前回と比較して若干落ち着い
た雰囲気であるように感じられた。売場面積
が増加していたことと、会場を催事場以外に
も分散させたことによる結果だったのかも
しれない。 
 
③コロカ店の訪問調査 
 連携企業であるコロカ店は全国に200店ほ
どある。連携企業側の意識として、コロニー
な生活とは一体どのようなものなのか、考え
ておく必要もあるだろう。 
 実際にコロカ店を訪問し話を聞いてみた
印象では、集客面での貢献が強く意識されて
いる様子であった。「結構人気ですよ」（東北
地方のコロカ店）という声が代表的であり、
「あんなことで客が来るとは思ってもみな
かった」（中国地方のコロカ店）という発言
が印象的であった。四国地方のコロカ店の代
表者もまた集客面を強調していたが、その論
理は地元地域を見据えたものだった。雇用を
生み出すことで地域が活性化される、そのた
めの集客の仕掛けをいろいろと考え実践し
ているが、自社で行なう工夫だけでなく、コ
ロカ店に加わることも「ありだと思ってい
る」とのことだった。 
 物産展での観察とコロカ店への訪問調査
において、目に見える結果として移動行動の
促進、すなわち集客という側面が強調されて
いた。ただ、地元地域への目配りが多少なり
とも加わるといった事例も確認できた。 
 
(2) 参加者側の分析 
 コロニーな生活の参加者の行動を探るた
め、各参加者の専用ページに表示される情報
をもとに分析を進める。系統抽出法で標本抽
出を行ない、計 590 ページを閲覧しデータを
収集した。参加年数によって、ゲームの進行



に違いが生じること、退会者や非アクティブ
化した参加者が出てくることが予想される
が、系統抽出法を用いることでそれらは平準
化されると考えられる。退会が理由と思われ
る無効ページが233件あり、有効標本数は357
件であった。 
 参加者のページに表示されている項目の
うち、今回の分析では、移動行動の指標とし
て獲得したスタンプ数、ゲームへの参加度の
指標として土産の収集率、移動行動とゲーム
参加の双方に関わるものとして都道府県獲
得数とコロカ数（種類）を用いることとした。
表 1に上記 4変数の順位相関係数を示す。 
 

表 1 ゲーム参加者の順位相関分析 

  ① ② ③ ④ 

①スタンプ数 1.00 .700** .641** .362** 

②都道府県 .700** 1.00 .655** .454** 

③土産収集率 .641** .655** 1.00 .488** 

④コロカ（種類） .362** .454** .488** 1.00 

※スピアマンの順位相関係数（N＝357） 

**：1%水準で有意 

 
 この分析からわかることとして、移動行動
の結果としてのスタンプ数とゲームへの参
加度としての土産の収集率の間に 0.64 とい
うかなり高い相関を見ることができる。また、
ゲーム参加という観点からいえば、移動行動
についても、単純にさまざまな地域を訪れる
というだけでなく、何らかの達成度を得るこ
とが目標として現われてくるだろう。そのひ
とつが、同一都道府県内で一定数のスタンプ
を集め、その都道府県を獲得（GET）するこ
とである。表 2は、都道府県獲得数と土産収
集率の関係を見たものである。順位相関係数
が 0.66 となっているとおりに、比較的きれ
いな形で正の関係が現われていることがわ
かる。 
 

表 2 都道府県獲得数と土産収集率の関係 

 
土産収集率 

高 低 

都道府県獲得数 
高 53 24 

低 24 256 

※中央値で分割 

 
 実店舗での購買行動を示すのはコロカ数
である。順位相関係数は、いずれも 0.4 前後
と中程度の値を示している。表 3に土産収集
率との関係を示す。ここからもわかるとおり、
コロカの入手すなわち実際の店舗で買い物
をする、という行動まで進む参加者の数は決
して多くはない。とはいえ、抽出した標本の
うち 3％強（有効標本の 6％弱）が、現地で
実際に店舗を訪れたり交通機関を利用した

りしているわけである。株式会社コロプラは、
2010 年 10 月にリアル連携事業による需要創
出が月間 1 億円を突破したと発表している。
規模としては未だ発展途上にあるといえる
だろうが、ゲームへの参加によってもたらさ
れる現実行動の広がりの一端を見ることが
できる。 
 

表 3 コロカ数と土産収集率の関係 

 
土産収集率 

高 低 

コロカ（種類） 
あり 19 1 

なし 58 279 

 
(3) 位置情報登録機能の利用者の分析 
 先述のとおり、株式会社コロプラは 2012
年 12 月に株式を東証マザーズに上場してい
る（その後、2014年4月に東証第一部に変更）。
この過程において、同社の事業構造にも大き
な変化が見られる。まず、2011 年までは位置
情報ゲームプラットフォームが主たる事業
基盤であったが、スマートフォンネイティブ
アプリ（位置情報を基礎としないゲーム）へ
の転換が行なわれ、2012 年末には位置情報ゲ
ームの割合が 25％、直近の 2014 年 3 月には
5％へと急速に低下している。リアル連携事
業に関しても、2012 年末に 1％あったものが
直近では 0％と、少なくとも収益の面におい
て存在感がなくなってきている。 
 そこで以下では、ゲームを含むすべての位
置情報機能について、あらためて検討し直す
こととする。すなわち、携帯型機器による位
置情報機能が消費者の意識にどのような変
化をもたらし、どのような行動の変化をもた
らしたのか、そしてそれらが地域のブランド
価値向上とどのように関連していくのかを
考察する。 
 
①調査の概要 
 この目的のため、携帯型機器による位置情
報機能の利用者を対象としたアンケート調
査を実施した。調査時期は 2014 年 3 月、株
式会社マクロミルのモニター1035 名を対象
としたウェブ調査である。回答者の内訳は男
性が 58％、女性が 42％、年代別では 20 代が
25％、30 代が 26％、40 代が 20％、50 代が
16％、60 台以上が 13％となっている。 
 
②位置情報機能の利用状況 
 ここで簡単に、携帯型機器による位置情報
機能の利用状況を確認しておく。位置情報機
能の利用頻度については「ほぼ毎日」が 9％、
「週のうち半分程度」が 11％、「週に 1～2日
程度」が 24％、「月に 2～3日程度」が 30％、
「1～2か月に 1日程度」が 16％、「3～4か月
に 1日程度」が 5％、「年に数日程度」が 5％、
「それ以下」が 1％である。 
 利用用途については「地図で現在地を確



認」が 86％、「ルート案内、乗換案内」が 74％、
「近隣の施設や店などの検索」が 41％、
「Twitter、SNS、ブログなどで現在地の投稿
やチェックイン」が 12％、「写真の撮影場所
の記録」が 14％、「位置情報ゲーム」が 5％、
「移動軌跡や移動距離の記録」が 7％、「相手
（家族など）の場所を検索」が 7％、天気予
報などの情報取得」が 33％、「その他」が 1％
となった（複数回答）。 
 
③位置情報機能に対する意識 
 位置情報機能を利用しての意識について 5
点尺度で回答を得ている（「大変そう思う」
が 1、「まったくそう思わない」が 5）。回答
を因子分析（主因子法、バリマックス回転）
にかけたところ、3 つの因子を抽出すること
ができた（表 4）。それぞれの内容を解釈する
と、第 1因子は地域のさまざまな情報がわか
るという「情報意識」、第 2 因子は地図やナ
ビゲーションができることの「安心意識」、
第 3 因子は位置情報機能で情報が完結する
「完結意識」と見ることができる。 
 

表 4 位置情報機能に対する意識 

  
情報 

意識 

安心 

意識 

完結 

意識 

その場所や地域の 

おすすめ情報がわかる 
0.853 0.087 0.071 

その場所や地域の 

特産品がわかる 
0.812 0.062 0.085 

その場所や地域に 

関心がわく 
0.724 0.236 0.131 

その場所や地域の 

名所がわかる 
0.635 0.236 0.080 

いろいろと得をする 

（クーポンやポイントなど） 
0.608 0.149 0.163 

話題を共有できる 0.565 0.190 0.327 

位置情報を共有できる 0.470 0.221 0.333 

初めての場所でも 

安心できる 
0.134 0.740 0.125 

道に迷わない 0.084 0.707 0.109 

道順などを事前に 

調べなくてすむ 
0.118 0.614 0.183 

乗り換えなどが 

スムーズになる 
0.291 0.577 0.099 

新しい場所に行きたくなる 0.442 0.464 0.183 

現地で手に入る 

パンフレットや地図 

などが不要になる 

0.149 0.191 0.819 

持参するガイドブック 

などが不要になる 
0.198 0.196 0.754 

 

④位置情報機能による行動の変化 
 地域ブランドに関する議論を見た場合、地
域の資源のブランド化と地域それ自体のブ
ランド化という2つの視覚があることがわか
る（東北開発研究センター地域ブランド研究
会 2005）。和田（2002）の議論に顕著なよう
に、地域住民の存在をどのようにとらえるか

という観点の違いである。このうち後者の観
点をもとに、電通 abic project（2009）は、
地域住民とのつながりの深さとブランド価
値との関係を「買いたい」「訪れたい」「交流
したい」「住みたい」とステップアップして
いく図式でまとめている。 
 こうした先行研究を踏まえて、位置情報機
能によってどのように行動が変化したのか、
5点尺度で回答を得ている（「かなり増えた」
が 1、「かなり減った」が 5）。回答を因子分
析（主因子法、バリマックス回転）にかけた
ところ、3 つの因子を抽出することができた
（表 5）。第 1因子は旅行や外出に出かける頻
度、さらには買い物を行なう頻度の変化であ
り「外出変化」、第 2 因子は地元の人との交
流の変化として「交流変化」、第 3 因子は地
域への関心の変化として「関心変化」と解釈
することができる。 
 

表 5 位置情報機能による行動の変化 

  
外出 

変化 

交流 

変化 

関心 

変化 

新しい外出先や 

旅行先に出かける頻度 
0.804 0.037 0.252 

旅行に出かける頻度 0.678 0.218 0.082 

外出する頻度 0.675 0.146 0.114 

外出先や旅行先で 

買い物をする頻度 
0.662 0.109 0.199 

外出先や旅行先で 

地元の人と 

会話をする頻度 

0.153 0.813 0.210 

外出先や旅行先で 

地元の人が 

親切にしてくれる頻度 

0.295 0.714 0.320 

外出先や旅行先で 

道を尋ねる頻度 
0.033 0.606 -0.260 

外出先や旅行先の 

ことを詳しく調べる頻度 
0.314 0.069 0.526 

 

⑤意識と行動との関係 
 以上の結果をもとに、位置情報機能の利用
でどのような意識が生じ、それがどのような
行動の変化と結びつくのか、重回帰分析によ
って検討する。従属変数は位置情報機能によ
る行動の変化（3因子）、独立変数は位置情報
機能についての意識（3 因子）、性別、年齢、
過去 1年間の旅行回数、位置情報機能の利用
頻度とし、ステップワイズ法により変数選択
を行なった（表 6～8）。 
 外出変化のモデルでは、3 種類の意識のほ
か、年齢、性別、旅行回数、利用頻度が独立
変数として選択された。符号の向きについて
は、意識が高いほど、年齢が若いほど、性別
は女性ほど、旅行回数が多いほど、利用頻度
が少ないほど、行動が正に変化する。 
 交流変化のモデルは、F値は有意であるが、
決定係数は高くない。3 種類の意識と性別が
独立変数として選択された。符号の向きにつ
いては、情報意識と完結意識は高いほど、安



心意識は低いほど、性別は男性ほど、行動が
正に変化する。 
 関心変化のモデルでは、安心意識と情報意
識、性別、旅行回数、利用頻度が独立変数と
して選択された。符号の向きについては、意
識が高いほど、性別は女性ほど、旅行回数が
多いほど、利用頻度が少ないほど、行動が正
に変化する。 
 

表 6 重回帰分析の結果（従属変数：外出変化） 

  β t 値 許容度 VIF 

(定数) 
 

-6.678** 
  

情報意識 0.212 7.400** 0.955 1.047 

年齢 0.185 6.445** 0.957 1.045 

安心意識 0.162 5.668** 0.959 1.043 

性別 0.142 5.031** 0.985 1.015 

旅行回数 -0.135 -4.746** 0.972 1.029 

完結意識 0.104 3.636** 0.968 1.033 

利用頻度 0.103 3.571** 0.947 1.057 

自由度調整済み決定係数 0.193 

F 値     36.009** 

**：1%水準で有意 

 

表 7 重回帰分析の結果（従属変数：交流変化） 

  β t 値 許容度 VIF 

(定数) 
 

3.539** 
  

性別 -0.142 -4.628** 0.996 1.005 

情報意識 0.108 3.514** 0.995 1.005 

完結意識 0.082 2.666** 0.987 1.013 

安心意識 -0.064 -2.073* 0.989 1.011 

自由度調整済み決定係数 0.036 

F 値     10.644** 

**：1%水準で有意、*：5%水準で有意 

 

表 8 重回帰分析の結果（従属変数：関心変化） 

  β t 値 許容度 VIF 

(定数) 
 

-2.833** 
  

安心意識 0.173 5.780** 0.973 1.028 

情報意識 0.165 5.478** 0.967 1.034 

性別 0.143 4.835** 0.995 1.005 

旅行回数 -0.086 -2.867** 0.978 1.022 

利用頻度 0.081 2.663** 0.947 1.056 

自由度調整済み決定係数 0.103 

F 値     24.641** 
**：1%水準で有意 

 
 これまでの分析から、位置情報機能につい
ての意識が異なれば、行動の変化の様子も違
ってくることがわかった。行動の変化は、実
際に移動行動を増やすだけでなく、その地域
への関心を高めたり、現地での交流を増やし
たりする方向にも作用している。今回のアン
ケート調査の範囲内で、という限定つきでは
あるが、位置情報機能は地域ブランド価値に
対しインパクトを持つ可能性があるという

ことがわかる。 
 
⑥今後の展望 
 本研究には多くの課題が残されている。ま
ず、対象企業を絞ったことによる問題である。
とりわけ、対象企業の企業戦略により研究の
方向が左右されるという出来事があった。そ
の他の調査についても、一般化という面では、
成果は限定的に解釈されるべきであろう。 
 逆に考えれば、このことは今後に向けての
挑戦的な研究課題を多く示唆しているとい
うことである。今後、調査の対象を広げ、よ
り一般化が可能な方法で調査研究を進めて
いくことが大いに望まれることになる。 
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